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鉄道プロジェクトを取り巻く昨今の議論

資料４



2

（１）まちづくり・地域づくりの効果



（１）まちづくり・地域づくりの効果

3

九州新幹線（博多・新八代間）の開業時には、沿線で人々が手を振る光景が見られ、沿線を中心に九州地方の
一体感が向上したという意見が多く見られた。

出所）独立行政法人鉄道・運輸機構『九州新幹線（博多・新八代間）事業に関する事後評価報告書』（平成28年3月）P.5-71
https://www.jrtt.go.jp/construction/committee/asset/jk27-06-2.pdf

「新幹線が開業したことで、新幹線沿線を中
心に九州地方の一体感が向上した。」 という
設問に対しては、全体では肯定的な意見は
70％であり、最も肯定的な意見の割合が高
いのは、佐賀県の78％であった。年齢別で
は大きな差は見られないが、こちらでも70歳
以上で肯定的な意見の割合が最も高くなっ
ている（81％）。

写真 沿線で人々が手を振る光景
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出所）東日本旅客鉄道株式会社『東京駅丸の内駅前広場の供用開始について』（2017年11月7日）
https://www.jreast.co.jp/press/2017/20171107.pdf

東京駅の復原工事・丸の内駅前広場の整備によって、日本の首都東京の顔にふさわしい多彩な魅力をもった歴
史と文化が感じられる都市空間が整備された。

 東日本旅客鉄道株式会社では、日本の首都東京の顔にふさわしい多彩な魅力と先進の機能をもった駅として、東京駅周辺地区
の都市空間整備を進めてきました。

 歴史と文化が感じられる丸の内地区の中心的存在となる東京駅丸の内駅舎（重要文化財指定）の保存・復原工事の完成（2012
年10月）に引き続き、その丸の内駅舎とともに本地区の象徴空間となる丸の内駅前広場の整備を推進してきました。

 丸の内駅前広場につきましては、2014年8月より工事を進めてまいりましたが、 2017年12月7日(木)から全面供用を開始いたしま
す。
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出所）新宿区HP『新宿駅東西自由通路の整備～新宿駅周辺における東西の移動がしやすくなります～』（2021年6月15日）
https://www.city.shinjuku.lg.jp/soshiki/toshikei01_002133.html

新宿駅では東西自由通路が整備され、駅周辺における東西の歩行者の回遊性や来街者の利便性が向上し、よ
り一層魅力あるまちへ発展していくことが期待されている。東西自由通路を含めた駅周辺整備によって、交流、連
携、挑戦が生まれる場所となる空間づくりが目指されている。

新宿駅周辺地域は、東西の移動のしづらさや経路の分かりにくさが地域の大きな課題でした。

新宿駅東西自由通路は、JR新宿駅構内の北通路を17ｍから25ｍに拡幅し、改札を移設して自由通路化するものです。平成24年9
月の工事着手から約8年という歳月を経て、令和2年7月19日に開通しました。

この開通により、新宿駅周辺における東西の歩行者の回遊性や来街者の利便性が向上し、より一層魅力あるまちへ発展していくこ
とが期待されます。

写真新宿駅東西自由通路
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出所）東西自由通路等新宿駅周辺整備促進同盟『新宿駅東西自由通路開通記念』（2020年7月19日） P.66,72
https://www.city.shinjuku.lg.jp/content/000312895.pdf
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7出所）墨田区・東武鉄道株式会社『浅草・東京スカイツリーを結び、エリアの回遊性向上を図ります』（2019年6月25日）
https://www.tobu.co.jp/cms-pdf/releases/a012df19dbadd0d8cf36109f20904423_190625_2.pdf

墨田区・東武鉄道は、浅草～東京スカイツリータウン間の回遊性を促進し、北十間川周辺エリアに生まれた賑わ
いを向島地区や両国・本所地区の南北方向にも広げていく事業を推進。水辺を中心とした親水テラス、鉄道高架
下、コミュニティ道路、隅田公園が一体的に整備されている。
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出所）墨田区・東武鉄道株式会社『浅草・東京スカイツリーを結び、エリアの回遊性向上を図ります』（2019年6月25日）
https://www.tobu.co.jp/cms-pdf/releases/a012df19dbadd0d8cf36109f20904423_190625_2.pdf

２０１４年２月に「新たな水辺整備のあり方検討会（事務局：東京都）」が策定した「隅田川等における新たな水辺整備のあり方」を受
け、東京都の護岸の耐震対策にあわせて、墨田区・東武鉄道は、「伝統と先進が出会う水辺と街の賑わい交流軸の創出」を基本コ
ンセプトとして、浅草～東京スカイツリータウン®間の回遊性を促進し、さらに北十間川周辺エリアに生まれた賑わいを向島地区や両
国・本所地区の南北方向にも広げていく北十間川・隅田公園観光回遊路整備事業を推進しています。同事業は、２０２０年東京オリ
ンピック・パラリンピックを見据え、北十間川西側区間（隅田川から東武橋付近まで）の水辺を中心とした親水テラス、鉄道高架下、コ
ミュニティ道路、隅田公園（南側の一部）の一体的な整備を目指します。
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出所）地方制度調査会『コンパクトシティ戦略による富山型都市経営の構築』（2018年10月25日,富山市長）P.1,3,4
https://www.soumu.go.jp/main_content/000582312.pdf

富山市では、LRTの整備による都市モビリティの改善等によってコンパクトなまちづくりが進められており、市民意
識の変化（シビックプライド醸成）によって持続性の高い都市が目指されている。

まちに「参加する」－富山市のＬＲＴプロジェクト－

富山市はコンパクトシティをめざしており、そのリーディングプロジェクトとして、2006年に日本初の本格的LRT「富山ライトレール」を
導入した。その3年後には、既存の路面電車軌道に一部軌道新設により環状線化したセントラムも取り入れている。ここでは「トータ
ルデザイン」という考え方を重視している。車両デザインだけでなく、電停のビジュアルデザインなどにも力を入れており、市民や企
業参加の仕組みを取り入れている。

鉄軌道をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線に居住、商業、業務、文化等の都市の諸機能を集積させることにより、公共
交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくりを実現

出所）『シビックプライドを醸成するまちと市民の接点』（伊藤香織）P.97
https://www.toshi.or.jp/app-def/wp/wp-content/uploads/2019/03/report180_3_2.pdf
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出所）鹿児島県『鹿児島港国際旅客船拠点形成計画』（2019年1月)P.1,12,14

https://www.pref.kagoshima.jp/ah09/kokusairyokakusenkyoten/documents/69673_20190121160845-1.pdf

港湾分野では、鹿児島港において、世界に誇る国際クルーズ拠点の形成として、観光振興及び地域活性化が図
られており、桜島が見える港湾として芝生広場等が整備されている。

鹿児島港国際旅客船拠点形成計画

本計画は，鹿児島港が国際旅客船拠点形成港湾に指定されたことを受け，クルーズ船を長期的かつ安定的に受け入れることにより
，本県の観光振興及び地域活性化を図るための取組を定める。また，世界に誇る国際クルーズ拠点として効率的な運用の推進を
図り，鹿児島港が国内トップレベルのクルーズ船受入環境を整えた拠点港として発展することを目的とする。
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出所）環境省地球環境局「国内外の最近の動向及び中長期の気候変動対策について」P.70（2021年１月26日）
http://www.env.go.jp/council/06earth/%E3%80%90%E8%B3%87%E6%96%993%E3%80%91.pdf

炭素生産性とは、温室効果ガス排出量当たりの国内総生産（GDP）で、我が国の炭素生産性は2000年を過ぎる
頃から他国に抜かれ始めており、炭素生産性向上の加速の重要性が議論されている。

 1995年時点では、我が国の炭素生産性は、OECD全体で、スイスに次いで２位の世界最高水準だった （スウェーデン、ノルウェー
よりも上だった）。2000年を過ぎる頃から他国に抜かれ始めている。

 直近では、原発停止の影響があるものの、再生可能エネルギーの普及拡大や震災後の省エネ努力により、震災前水準を回復し
つつある。

 経済と環境の好循環を念頭に、炭素生産性向上を加速していくことが重要ではないか。



（２）CO2削減
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出所）国土交通省『運輸部門における二酸化炭素排出量』（令和３年４月２７日）

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000007.html

2019年度における日本の二酸化炭素排出量（11億800万トン）のうち、運輸部門からの排出量（2億600万トン）は
18.6％を占める。鉄道は運輸部門の3.8％（787万トン）を排出している。



（２）CO2削減
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出所）国土交通省『運輸部門における二酸化炭素排出量』（令和３年４月２７日）に加筆

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000007.html

旅客輸送において、各輸送機関から排出される二酸化炭素の排出量を輸送量（人キロ）で割り、単位輸送量当た
りの二酸化炭素の平均的な排出量が算定されている。

鉄道は他旅客輸送機関と比較して、輸送量当たりの二酸化炭素排出量が少ない。

さらに、カーボンニュートラルに向け、燃料電池鉄道車両の開発、蓄電池を電源とするハイブリッド車両等の省エ
ネ車両の導入・普及が進められている。



（２）CO2削減
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出所）資源エネルギー庁「2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討」（令和3年1月27日）P.87

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/036/036_005.pdf

カーボンニュートラルに向け、燃料電池鉄道車両の開発を推進するとともに、蓄電池を電源とするハイブリッド車両等の省エネ車両
の導入・普及を促進する。
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出所）「公共交通機関におけるバリアフリー化が着実に進捗！～令和元年度公共交通移動等円滑化実績等報告書の集計結果概要～」（国土交通省、令和2年11月20日）

https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo09_hh_000259.html

公共交通移動等円滑化実績等報告書の集計結果として、全旅客施設・車両等に関する公共交通機関における
バリアフリー化の進捗状況が公開されている。

全旅客施設とは、1日当たりの平均的な利用者数が3千人以上の全ての旅客施設（鉄軌道駅等）を指している。



（３）バリアフリー化
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出所）「バリアフリー法に基づく基本方針における次期目標について（最終取りまとめ）（概要）」（バリアフリー法及び関連施策の在り方に関する検討会、令和2年11月）P.2

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001373537.pdf

令和2年度には、バリアフリー法に基づく基本方針におけるバリアフリー化に関する2025年度末までの目標が取り
まとめられた。

鉄軌道駅に関して、3,000人以上/日の施設に加えて、基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人以上/
日の施設も原則100%の目標の対象となった。

ホームドア・可動式ホーム柵についても、駅やホームの構造・利用実態、駅周辺エリアの状況などを勘案し、優先
度が高いホームでの整備を加速することを目指して、新たな目標が設定された。

表 バリアフリー法に基づく基本方針における次期目標について
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令和２年度【実績】 令和７年度【目標】

段差解消
（エレベーターの
設置等）

利用者数
2,000人/日以上の駅

90.3％（3,365駅/3,726駅）

利用者数
2,000人/日以上の駅

原則100%

ホームドア

全体で

2,192番線（943駅）

うち利用者数10万人/日以上の駅

334番線（103駅）

全体で

3,000番線

うち利用者数10万人/日以上の駅

800番線
（注）
・【実績】は令和２年度移動等円滑化実績報告による。
・【目標】は第２次交通政策基本計画（令和3年5月28日閣議決定）で定める整備目標である。

（３）バリアフリー化

鉄道駅バリアフリー化（段差解消、ホームドア）の整備状況

出所）国土交通省鉄道局より提供
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（３）バリアフリー化

全国の鉄道駅バリアフリー化の加速について

鉄道駅のバリアフリー化の推進は、エレベーターやエスカレーター、ホームドア等の整備を通じ、高齢者や障

害者だけでなく、全ての利用者が受益するとの観点から、都市部において利用者の薄く広い負担も得てバリ

アフリー化を進める枠組みを構築するとともに、地方部において既存の支援措置を重点化することにより、従

来を大幅に上回るペースで全国の鉄道施設のバリアフリー化を加速する。

①

②

令和３年12月28日（火）:新たな料金制度を創設（関係省令の改正等）

令和４年１月以降 :鉄道事業者より届出（三大都市圏内の駅を主な対象としてJR本州３社及び大手民鉄等を想定）

令和５年春以降 :料金徴収開始

① 鉄道駅バリアフリー料金について

○市町村が作成するバリアフリー基本構想※に位置付けられた鉄道駅のバリアフリー施設整備については、

補助率を現行の最大1/3から最大1/2に拡充（令和４年度政府予算案）

② 地方部における支援措置の重点化について

第２次交通政策基本計画（令和３年５月閣議決定）

※地域のバリアフリー化を重点的・一体的に推進するため、関係者との協議や住民からの意見募集等を踏まえ、市町村が作成する具体的な
事業計画【バリアフリー法第25条】

出所）国土交通省鉄道局より提供



 想定事業者:現在、JR本州３社及び大手民鉄等事業者が、三大都市圏内の駅を主な対象として導入を検討中。

 対象設備:ホームドアやエレベーター等。

 対象費用:対象設備に係る整備費（維持更新費含む）。

 導入時期:昨年末に鉄道事業法に基づく料金（事前届出制）の対象に追加する省令改正（パブコメ含む）を実施。

 料金額の設定に当たっては、第２次交通政策基本計画における「都市部において利用者の薄く広い負担も得てバリアフリー化を進める枠組み
を構築する」との考えを踏まえ、利用者に過度の負担感を与えないものとする。

※  「５円までの上乗せについては84％、10円までは65％が賛成」との利用者アンケート結果（H30.4実施）あり。

 また、通学定期料金については免除するなど家計負担へ配慮することを求める。

 本料金の導入により、新たなバリアフリー目標を達成できる見込み。

 事業者において、事前届出時に整備・徴収計画を公表するとともに、毎年度、整備・徴収実績を公表。

 国土交通省において、事前届出の際及び目標期間終了時（令和７年度末）等において、徴収額がバリアフリー整備額を超えていないことを
確認することで、透明性を確保。

 鉄道固有の設備であるホームドアは、市場原理が働きにくいことを踏まえ、その整備に当たっては、国における公共工事の請負契約と同様、一
般競争入札に付すことを原則とするとともに、やむを得ず、随意契約とする場合は、整備実績の公表にあわせ、その理由や整備額等を事業者
に公表させる。これにより、利用者が他社と比較することを可能にする。
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（３）バリアフリー化
鉄道駅バリアフリー料金について

１．制度概要

２．徴収水準

３．透明性の確保

４．導入効果

出所）国土交通省鉄道局より提供
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（４）地域モビリティの確保（老朽インフラの維持更新）



鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に向けた取組について
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出所）国土交通省提供資料
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鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に向けた取組について
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出所）国土交通省提供資料



地域モビリティの確保
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出所）日立市HP https://www.city.hitachi.lg.jp/shimin/014/001/003/p075012.html

平成17年に廃線になった日立電鉄線は、「ひたちBRT」に生まれ変わり、平成25年3月には第1期区間として道の
駅日立おさかなセンターから大甕駅東口まで、平成30年3月には一般道を経由する先行運行として常陸多賀駅ま
での運行、平成31年4月1日（月）より大甕駅西口を経由する本格運行が開始された。

これにより、道の駅日立おさかなセンターから常陸多賀駅までの大部分がバス専用道路で繋がった。

ひたちBRT運行ルート



地域モビリティの確保
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出所）茨城県HP『＜シリーズなるほど公共事業Ｎｏ.１５０ ＞バスの定時性と速達性の確保による利便性の向上‐ 日立電鉄線跡地のバス専用道化事業（日立市） ‐』

https://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/doboku/naruhodo/documents/naruhodo_150.pdf

『＜シリーズなるほど公共事業（Ｒ１）Ｎｏ.10＞定時性と速達性の確保により利用者数が約４倍に- 日立電鉄線跡地のバス専用道化事業（日立市）-』
https://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/doboku/naruhodo/documents/10hitachibrt.pdf

従来の路線バスと比較して、

所要時間は、久慈地区からJR大甕駅まで路線バスは15分で運行していたが、BRTでは10分と5分短縮された。

利用者数は、124人/日のところ、484人/日と、約４倍に増えた。

常陸多賀駅までの全区間開通後は1,959人/日となり、順調に利用者数を伸ばしている。



老朽インフラの維持更新
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鉄道の橋りょうやトンネル等については、法定耐用年数を超えるものも多く、老朽化が進んでおり、これらの鉄道
施設を適切に維持管理することが課題となっている。

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」が令和２年１２月に閣議決定された。鉄道分野においては
、「予防保全に基づいた鉄道施設の老朽化対策」等の5項目の対策について、令和３年度から令和７年度までの
間に集中的に実施する。

出所）国土交通省提供資料



老朽インフラの維持更新

29出所）国土交通省提供資料
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（５）防災性向上



（５）防災性向上（事前防災・応急復旧対応の強化【鉄道事業法】）

31出所）国土交通省提供資料



（５）防災性向上（踏切道の更なる改良と災害時における適確な管理
の促進【踏切法・道路法・鉄道事業法】）

32出所）国土交通省提供資料



（５）防災性向上（踏切道の更なる改良と災害時における適確な管理
の促進【踏切法・道路法・鉄道事業法】）

33
出所）国土交通省提供資料



防災機能の評価手法（改善案）の概要 〜手法〜

 東日本大震災の経験を踏まえ、現行の３便益Ｂ／Ｃでは十分に評価できない防災機能を評価する手法を導入

 震災から５年、暫定運用を通じた課題や、災害関連制度の充実、地域の防災戦略の深化等を踏まえ、評価手法を改善

（５）防災性向上（道路ネットワークの防災機能評価）

34
出所）国土交通省「資料２ 道路の防災機能評価手法（暫定案）の改定について」 P.10

（道路分科会第12回事業評価部会 2015年12月21日 配付資料） https://www.mlit.go.jp/common/001114203.pdf

道路事業評価では、道路ネットワークの防災機能に関して費用便益分析とは異なる評価手法が構築されている。



（５）防災性向上（道路ネットワークの防災機能評価）
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出所）国土交通省「資料２ 道路の防災機能評価手法（暫定案）の改定について」 P.32

（道路分科会第12回事業評価部会 2015年12月21日 配付資料） https://www.mlit.go.jp/common/001114203.pdf

（参考） 指標の算出手法の統合

 多重性を考慮した複数経路の期待所要時間をランダム効用理論に基づき算定

 期待所要時間を用いて“脆弱度 ｚ ”と“改善度 ｋ ”を算出し、その値の大小からランク指標を導出


